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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一対の基板と、
　前記一対の基板間に挟持された液晶層と、
　前記一対の基板の対向する表面にそれぞれ設けられた配向膜と、
　前記液晶層の外周に配置された第１のシール部材と、
　前記第１のシール部材の外周に前記一対の基板に接して配置された第２のシール部材と
、
を有する液晶表示装置であって、
　前記配向膜は、斜方蒸着によって形成された酸化ケイ素からなり、
　前記第２のシール部材は、前記第１のシール部材のガラス転移点以下の温度でアルキル
シロキサン構造を有するアルキルシロキサン化合物を原材料としており、前記一対の基板
間で前記配向膜と接して前記第１のシール部材の外周に設けられた前記アルキルシロキサ
ン化合物を紫外線照射することによって形成された酸化ケイ素を含むことを特徴とする液
晶表示装置。
【請求項２】
　前記第１のシール部材は注入領域を含み、前記注入領域に封止部材が配置され、前記ア
ルキルシロキサン化合物は前記封止部材のガラス転移点以下の温度でアルキルシロキサン
構造を有し、前記第２のシール部材は、前記第１のシール部材及び前記封止部材の外周に
前記一対の基板に接して配置されることを特徴とする請求項１に記載の液晶表示装置。
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【請求項３】
　前記アルキルシロキサン化合物は、ジアルキルシロキサン化合物若しくはジメチルシロ
キサン化合物であることを特徴とする請求項１又は２に記載の液晶表示装置。
【請求項４】
　前記アルキルシロキサン化合物は、ジメチルシリコーンであることを特徴とする請求項
３に記載の液晶表示装置。
【請求項５】
　前記一対の基板のうち一方の基板は、前記第１のシール部材の内側にスイッチ素子と反
射電極を有する画素が２次元アレイ状に設けられた有効画素領域を有する単結晶半導体基
板であることを特徴とする請求項１乃至４のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項６】
　請求項１乃至５のいずれか１項に記載の液晶表示装置を有する液晶プロジェクション装
置。
【請求項７】
　一対の基板間の対向する表面にそれぞれ斜方蒸着によって形成された酸化ケイ素からな
る配向膜と前記一対の基板を接着する第１のシール部材によって形成された空間に液晶を
注入して、前記一対の基板と前記配向膜と前記第１のシール部材と前記液晶とを含む第１
の構造物を準備する第１の工程と、
　前記第１のシール部材の外周に前記一対の基板間で前記配向膜に接して準備された、前
記第１のシール部材のガラス転移点以下の温度でアルキルシロキサン構造を有するアルキ
ルシロキサン化合物に、紫外線照射を行って酸化ケイ素を有する第２のシール部材を形成
して、前記第１の構造物と前記第２のシール部材とを含む第２の構造物を準備する第２の
工程と、
を含む液晶表示装置の製造方法。
【請求項８】
　前記第１のシール部材は注入領域を含み、前記第１の工程において前記注入領域に封止
部材が配置され、前記アルキルシロキサン化合物は前記封止部材のガラス転移点以下の温
度でアルキルシロキサン構造を有し、前記第２のシール部材は、前記第２の工程において
前記第１のシール部材及び前記封止部材の外周に前記一対の基板に接して準備されること
を特徴とする請求項７に記載の液晶表示装置の製造方法。
【請求項９】
　前記第１の工程と前記第２の工程との間に前記第１の構造物を前記液晶の液晶状態から
液体状態への相転移温度未満の温度で熱処理する第３の工程と、前記第２の工程の後に前
記第２の構造物を前記液晶の液晶状態から液体状態への相転移温度未満の温度で熱処理す
る第４の工程と、を更に含むことを特徴とする請求項７に記載の液晶表示装置の製造方法
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶表示装置及びその製造方法並びにその液晶表示装置を用いた液晶プロジ
ェクション装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、液晶表示パネルにおいてＬＣＯＳ（Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ　ｏｎ　Ｓｉ
ｌｉｃｏｎ）と称される反射型液晶表示パネルを用いた投射型画像表示装置が普及してい
る。この投射型画像表示装置は透過型液晶表示パネルを使用する投射型画像表示装置より
も滑らで高精細、且つ、色再現性の良い画像を表示できる。
【０００３】
　ＬＣＯＳタイプの反射型液晶表示パネル等の液晶表示パネルは、パネル周辺部に形成さ
れた周辺シール及び封口シールで液晶部材を保持する構造が一般的である。また、周辺シ
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ール及び封口シールとしては樹脂シール接着剤が一般的である。
【０００４】
　この樹脂シール接着剤には液晶部材が液晶表示パネルから漏れ出させないという本来要
求される特性の他に、多くの特性が要求される。即ち、対向する基板間のギャップ制御に
影響しないこと、高温高湿環境下での液晶パネルの電気光学特性を維持すること、液晶配
向を安定させること等である。しかしながら、液晶表示パネルの製造段階で使用される一
般的な樹脂シール接着剤では、高温高湿環境下で水分浸入を防ぎきれていないのが実状で
ある。そのため液晶パネルは高温高湿環境下での電気光学特性を維持に関して課題を有し
ている。
【０００５】
　特にＬＣＯＳタイプの反射型液晶表示パネルでは対向する電極がＩＴＯの透明電極とメ
タルの画素電極であるため、２つの電極材料の仕事関数は同一ではない。このような電極
構成を非対称な電極構成と呼ぶ。非対称電極構成の場合、液晶部材に微量の水分が混入す
ると液晶部材中に内包する正イオンと負イオンのバランスが崩れやすくなることは従来か
ら知られている。
【０００６】
　液晶部材中のイオンバランスが崩れると画像焼き付きの原因となる。そのため、ＬＣＯ
Ｓタイプの反射型液晶表示パネルでは、水分の侵入を防ぐことは画像焼き付きを未然に防
止する上でも重要な課題となっている。
【０００７】
　液晶表示パネルへの水分浸入という課題を解消するため多くの手法が提案されている。
例えば、特開昭６０－０２６３２１号公報には液晶表示パネルの外周部に樹脂構造体を形
成する手法が提案されている（特許文献１）。
【０００８】
　具体的には、シール部を二重構造とし、液晶層と接する第１のシールには透水性の低い
樹脂（例；エポキシ系接着剤等）を用い、外側の第２のシールには可撓性を有する基板と
の密着性が強い樹脂（例；シリコン系接着剤等）を用いることが記載されている。或いは
、液晶層と接する第１のシールには液晶と反応しにくい樹脂（例；シリコン系接着剤等）
を用い、外側の第２のシールには透水性の低い樹脂（例；エポキシ系接着剤等）を用いる
ことが記載されている。
【０００９】
　特開昭６２－５８２２１号公報には高温高湿環境下における表示素子の耐湿性を飛躍的
に向上させる目的で有機金属化合物を原料とした金属酸化物を水分浸入路上に堆積させる
技術が提案されている（特許文献２）。
【特許文献１】特開昭６０－０２６３２１号公報
【特許文献２】特開昭６２－５８２２１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　特許文献１の手法を用いた場合、樹脂構造体の透水性では充分な耐湿性が得られないた
め、高温高湿環境下においては延命的な効果にはなるが本質的解決には至らない。樹脂構
造体により十分な耐湿性を得ようとすると、液晶表示パネル外周部に形成する樹脂構造部
位は厚く嵩張ったものとなるため、液晶表示パネル自身が大きな構造体となる。特に、小
型化が求められる投射型画像表示装置の場合には著しく不利な構成となる。
【００１１】
　また、特許文献２のように水分遮断性の高い耐湿性膜として機能する酸化シリコンや窒
化シリコンの緻密な薄膜を利用し、耐湿性を飛躍的に向上させようとする試みもある。し
かし、液晶表示パネルに堆積させた有機金属化合物から有機官能基を脱離させて無機物に
転換させる過程で、周辺シール及び封口シールに用いる樹脂シール接着剤のガラス移転温
度よりも高い温度がかかる。
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【００１２】
　その際、高い温度により樹脂シール接着剤が溶融し、寸法が変化するため、所望のセル
ギャップを得られないばかりか、液晶部材のシール効果が十分に得られない。また、樹脂
自身が熱分解により不純物を形成し、表示焼き付きによる表示劣化を引き起こす恐れが大
きくなる。
【００１３】
　投射型画像表示装置、特に、反射型液晶表示パネルを使用する投射型画像表示装置では
、液晶表示パネルのセルギャップムラは拡大投影系により強調されて良好な表示品位が得
られない。また、液晶表示パネルに長時間に渡って強い光が照射される投射型画像表示装
置では、イオン不純物を原因とする表示焼き付きによる表示品位劣化は直視型の液晶表示
装置よりも重大な課題となる。
【００１４】
　本発明の目的は、ギャップ制御性や配向安定性維持等の特性を損なうことなく、耐湿性
が高く、焼き付き発生による表示劣化を抑制することが可能な液晶表示装置及びその製造
方法を提供することにある。また、良好な表示品位と高信頼性を実現可能な液晶プロジェ
クション装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明の液晶表示装置は、一対の基板と、前記一対の基板間に挟持された液晶層と、前
記一対の基板の対向する表面にそれぞれ設けられた配向膜と、前記液晶層の外周に配置さ
れた第１のシール部材と、前記第１のシール部材の外周に前記一対の基板に接して配置さ
れた第２のシール部材と、を有する液晶表示装置であって、前記配向膜は、斜方蒸着によ
って形成された酸化ケイ素からなり、前記第２のシール部材は、前記第１のシール部材の
ガラス転移点以下の温度でアルキルシロキサン構造を有するアルキルシロキサン化合物を
原材料としており、前記一対の基板間で前記配向膜と接して前記第１のシール部材の外周
に設けられた前記アルキルシロキサン化合物を紫外線照射することによって形成された酸
化ケイ素を含むことを特徴とする。
【００１６】
　また、本発明の液晶表示装置の製造方法は、一対の基板間の対向する表面にそれぞれ斜
方蒸着によって形成された酸化ケイ素からなる配向膜と前記一対の基板を接着する第１の
シール部材によって形成された空間に液晶を注入して、前記一対の基板と前記配向膜と前
記第１のシール部材と前記液晶とを含む第１の構造物を準備する第１の工程と、前記第１
のシール部材の外周に前記一対の基板間で前記配向膜に接して準備された、前記第１のシ
ール部材のガラス転移点以下の温度でアルキルシロキサン構造を有するアルキルシロキサ
ン化合物に、紫外線照射を行って酸化ケイ素を有する第２のシール部材を形成して、前記
第１の構造物と前記第２のシール部材とを含む第２の構造物を準備する第２の工程と、を
含むことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、ギャップ制御性や配向安定性維持等の樹脂シール接着剤に要求される
特性を損なうことなく、耐湿性が高く、しかも焼き付き発生による表示劣化を抑制するこ
とが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　次に、発明を実施するための最良の形態について図面を参照して詳細に説明する。図１
は本発明に係るＬＣＯＳタイプの反射型液晶表示装置を示す模式断面図、図２はその模式
平面図である。
【００１９】
　図中、１１は透明電極を有するガラス基板等からなる透光性基板、１２はスイッチ素子
と反射電極を有する画素が２次元アレイ状に設けられた有効画素領域を有する単結晶半導
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体基板（単結晶シリコン基板等）である。有効画素領域は第１のシール部材１５の内側に
設けられている。透光性基板１１と単結晶半導体基板１２は一対の基板であり、この一対
の基板間に液晶層１７が挟持されている。
【００２０】
　１３は透明電極、１８は画素反射電極、１４ａ，１４ｂは配向膜（配向制御層）である
。透光性基板１１と単結晶半導体基板１２からなる一対の基板には対向する表面にそれぞ
れ配向膜が形成されている。配向膜１４ａ，１４ｂは酸化ケイ素等の無機材料を斜方から
蒸着して形成された斜方蒸着膜等である。
【００２１】
　１５は第１のシール部材である樹脂シール層（周辺シール）、１６は第１のシール部材
１５の外周に設けられた第２のシール部材であるアルキルシロキサン化合物を原材料とす
る無機膜である。第１のシール部材１５は図１に示すように一対の基板間に挟持された液
晶層１７の外周に配置されている。
【００２２】
　第２のシール部材１６は第１のシール部材１５の外周に配置されている。第２のシール
部材１６は、紫外線照射によって無機膜となるアルキルシロキサン化合物を原材料とする
ものである。
【００２３】
　この無機膜は透光性基板１１及び単結晶半導体基板１２の少なくとも一方の基板と、若
しくは一対の基板１１、１２の対向する表面に設けられた配向膜１４ａ，１４ｂの少なく
とも一方と接して配置する。（透光性基板１１及び配向膜１４ａの少なくとも一方と、単
結晶半導体基板１２及び配向膜１４ｂの少なくとも一方と接して配置する）。好ましくは
配向膜１４ａ，１４ｂと接して配置するのが良い。
【００２４】
　なお、図２に示す１９は封止部材である。封止部材１９は液晶層１７を注入するために
第１のシール部材１５に開口された注入領域を封止するための部材である。２０はダミー
電極を示す。
【００２５】
　アルキルシロキサン化合物にはジアルキルシロキサン化合物、ジメチルシロキサン化合
物等のシリコーン物質が挙げられる。即ち、第１のシール部材１５のガラス転移点以下の
温度でアルキルシロキサン構造を有するものである（例えば、ジメチルシリコーンオイル
、ジメチルシリコーンガス等）。アルキルシロキサン化合物は上述のように紫外線照射に
より酸化ケイ素になるものである。
【００２６】
　ここで、配向膜として酸化ケイ素を用いた場合には、第２のシール部材１６と同じ材料
であるため、密着力が向上し、耐湿性を更に向上することが可能となる。特に、斜方蒸着
膜は針状の酸化ケイ素間を埋めるように形成されるため、格別に密着力が向上し、耐湿性
が更に向上するため望ましい。なお、その場合においては、一対の基板１１、１２のうち
少なくとも一方の基板の配向膜は無機膜１６と接して設け、配向膜と無機膜は同じ材料と
するのが良い。
【００２７】
　透光性基板１１には液晶用ガラス基板や石英基板等の可視光線を透過する基板が用いら
れる。透光性基板１１の単結晶半導体基板１２に対向する面には、ＳｎＯ２やＩＴＯ（イ
ンジウム・チン・オキサイド）等の透明導電材からなる透明電極１３が形成されている。
【００２８】
　透光性基板１１に形成する透明電極１３は酸化シリコン薄膜や酸化アルミニウム薄膜等
との組み合わせで液晶部材との界面に対して反射防止構成になっていても良い。また、透
光性基板１１の透明電極１３と反対側の平面に無機誘電体多層膜等による反射防止膜を形
成しても良い。
【００２９】
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　単結晶半導体基板１２には画素反射電極（光反射特性を有する画素電極）１８が形成さ
れている。画素反射電極１８の反射面にはアルミニウムや銀及びその合金等により構成さ
れている。反射面にはアルミニウムを使用するが、反射層に使用する材料は特に限定され
るものではない。また、透光性基板１１、単結晶半導体基板１２はともに厚さは特に規定
されるものではない。
【００３０】
　透光性基板１１、単結晶半導体基板１２と液晶部材１７との界面には上述のように配向
膜１４ａ，１４ｂがそれぞれ形成されている。配向膜１４ａ，１４ｂには、酸化ケイ素等
の無機誘電体の斜方蒸着膜やラビング処理の施されたポリイミド膜が好ましく用いられる
。配向膜は特に規定されるものではない。本実施形態においては、配向膜１４ａ，１４ｂ
によって付与された配向性（配向方向）は透光性基板１１と単結晶半導体基板１２で反平
行状態になるように設定されている。
【００３１】
　透光性基板１１と単結晶半導体基板１２との間の距離（セルギャップ）ｄは、ｎ形ネマ
チック液晶の屈折率異方性Δｎと両基板間の距離ｄの積、Δｎ・ｄの値により最適化され
る。そして、第１のシール部材である樹脂シール層１５により距離ｄが所望の値となるよ
うに貼り合わせて液晶を挟持して液晶セルが構成されている。一対の基板１１、１２間の
距離ｄは１．５～５．０μｍ程度が好ましく、本実施形態及び後述する比較例では３．０
μｍに設定されている。
【００３２】
　所望のセルギャップを得るために、シールに用いる樹脂接着剤にスペーサー材を混合し
、平坦度の高い基板を貼り合わせて所望のセルギャップを持つセルを形成する。本実施形
態では、０．７ｍｍ厚さのＩＴＯ付き液晶用ガラス（１７３７：コーニング製）、スペー
サー径３.０μｍのスペーサー材（ＳＷ－３.０：触媒化成工業製）、紫外線－熱併用接着
剤（ＷＲ－７９８：協立化学産業製）を用いて反射型セルを作製する。作製した反射型セ
ルのセルギャップは均一でムラの少ないものとなる。その後、セルに液晶を注入した後に
、図２に示すように注入口を紫外線硬化型の樹脂シール接着剤で封止し、ＬＣＯＳ型の反
射型液晶表示パネルとする。
【００３３】
　液晶層１７に用いる液晶材料としては、一般に用いられているｎ形ネマチック液晶が好
ましく用いられる。本実施形態ではＭＬＣ－６６０８（メルク製）を用い、上記セルに減
圧下で注入して反射型液晶セルとする。また、封口用の紫外線接着剤には３０２６Ｂ（ス
リーボンド製）を用い、注入された液晶部材を完全封止してＬＣＯＳ型の反射型液晶表示
パネルとする。
【００３４】
　無機膜１６の原材料には、上述のようにジメチルシリコーンオイル等が好ましく用いら
れる。周辺シール部や封口部の樹脂シール接着剤の外周部分に薄く塗布した後に紫外線照
射によって無機膜化する。この際、ジメチルシリコーンオイルに照射する紫外線はジメチ
ルシリコーンオイルの分子量若しくは粘度により変わる。
【００３５】
　また、紫外線による液晶材料へのダメージを抑えるために、表示エリア部分には紫外線
遮光マスクを行うことが更に好ましい。また、周辺シールや封口シールに用いる樹脂シー
ル接着剤のガラス点移転以下の温度であれば、反射型液晶表示パネルを加熱しながらジメ
チルシリコーンオイルに紫外線を照射することもできる。反射型液晶表示パネルの温度を
高くすることでジメチルシリコーンオイルに照射する紫外線のエネルギー量を低くするこ
ともできる。
【００３６】
　上述の反射型セルに使用する基板や液晶部材、樹脂シール接着剤等の構造材料は、同様
の機能を発現するものであるならば、特に本願明細書に記載する材料に制限されるもので
はない。
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【００３７】
　また、封口部を紫外線硬化型接着剤でＵＶ照射処理を行い封止した後に、パネル全体を
液晶の相転位点未満の温度で熱処理する。この熱処理により、液晶、シール材の内部及び
表面、封口材の内部及び表面に含まれる或いは吸着している水分を除去する効果があるた
め、水分の混入による初期状態での不良の頻度を低減できる。
【００３８】
　次に、本発明の液晶表示装置の具体的な製造方法を説明する。本発明に係る液晶表示装
置の製造工程は、以下のように第１の工程、第２の工程からなる。また、第３の工程、第
４の工程を行っても良い。
【００３９】
　（１）透明電極１３と反射電極１４を対向させて光透過性基板１１と単結晶半導体基板
１２をスペーサーを含有する第１のシール部材１５で接着する。
【００４０】
　（２）第１のシール部材１５に設けられた注入領域から一対の基板１１、１２と第１の
シール部材１５によって形成された空間に液晶を注入し、液晶層１７を形成する。
【００４１】
　（３）液晶の注入後、注入領域を封止部材１９で封止し、一対の基板間に液晶が挟持さ
れた第１の構造物（液晶セル）を準備する。（１）～（３）が第１の工程である。
【００４２】
　（４）封止部材１９による封止後、第１のシール部材１５及び封止部材１９の外周にそ
の外周表面に接して、アルキルシロキサン化合物を塗布法等で塗布して準備する。或いは
、光透過性基板１１及び配向膜１４ａの少なくとも一方と、単結晶半導体基板１２及び配
向膜１４ｂの少なくとも一方とに接して、アルキルシロキサン化合物を塗布法等で塗布し
て準備する。
【００４３】
　（５）アルキルシロキサン化合物を紫外線照射処理して無機膜である酸化ケイ素の膜か
らなる第２のシール部材１６を形成し、第２の構造物（液晶パネル）を準備する。（４）
、（５）が第２の工程である。
【００４４】
　また、第１の工程と第２の工程との間に第１の構造物を液晶の液晶状態から液体状態へ
の相転移温度未満の温度で熱処理する第３の工程を行っても良い。更に、第２の工程の後
に第２の構造物を液晶の液晶状態から液体状態への相転移温度未満の温度で熱処理する第
４の工程を更に行っても良い。
【００４５】
　このように第１の工程、第２の工程或いは第３の工程、第４の工程を行うことにより、
耐湿性が高く、焼き付き発生による表示劣化を抑制することが可能な液晶表示装置を作製
することが可能となる。
【００４６】
　次に、本発明の液晶表示装置を用いた液晶プロジェクション装置（投射型画像表示装置
）について説明する。図３は本発明の液晶プロジェクション装置の一実施形態を模式的に
示す図である。
【００４７】
　本発明の液晶プロジェクション装置は本発明の液晶表示装置を複数有する。まず、本発
明の液晶プロジェクション装置は反射型液晶表示パネルに光を照射する光源と、複数個の
反射型液晶表示パネルからの光を重ねて表示するための手段とを備えた投写型ディスプレ
イである。
【００４８】
　図中、２１はスクリーンに投影する投影レンズ、２２ａ～２２ｃは本発明の液晶表示パ
ネル（反射型液晶表示装置）、２３ａ～２３ｃは、例えば、Ｓ偏光を透過し、Ｐ偏光を反
射する偏光ビームスプリッターである。２４は光源からの光を集光するインテグレーター
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、２５は楕円リフレクター、２６はメタルハライド、ＵＨＰ等のアークランプ、２７ａ，
２７ｂは高反射ミラーである。更に、２８はＧ／Ｒ光反射ダイクロイックミラー、２９は
Ｇ光反射ダイクロイックミラー、３０はダイクロイックミラーにより分離された全色光を
再び合成する色合成プリズムである。
【００４９】
　次に、液晶プロジェクション装置の表示機構を光束の進行過程に従って説明する。先ず
、光源のランプ２６からの出射光束は白色光であり、楕円リフレクター２５によりその前
方のインテグレーター２４の入り口に集光され、光束の空間的強度分布が均一化される。
そして、インテグレーター２４を出射した光束は高反射ミラー２７ａにより直角に反射さ
れ、Ｇ／Ｒ光反射ダイクロイックミラー２８に至る。
【００５０】
　Ｇ／Ｒ光反射ダイクロイックミラー２８ではＧ／Ｒ光が反射され、Ｇ光反射ダイクロイ
ックミラー２９に向かう。Ｇ光反射ダイクロイックミラー２９ではＧ光が反射され、偏光
ビームスプリッター２３ｂを通じて偏光化された後、反射型液晶表示パネル２２ｂを照明
する。また、Ｒ光はＧ光反射ダイクロイックミラー２９を通過し、偏光ビームスプリッタ
ー２３ｃに向かい、偏光ビームスプリッター２３ｃを通じて偏光化された後、反射型液晶
表示パネル２２ｃを照明する。一方、Ｂ光はＧ／Ｒ光反射ダイクロイックミラー２８を通
過し、高反射ミラー２７ｂにより直角に反射され、偏光ビームスプリッター２３ａを通じ
て偏光化された後、反射型液晶表示パネル２２ａを照明する。
【００５１】
　そして、反射型液晶表示パネル２２ａ～２２ｃにて各Ｒ、Ｇ、Ｂ光はそれぞれ反射及び
偏光変調され、偏光ビームスプリッター２３ａ～２３ｃを通過する。偏光ビームスプリッ
ター２３ａ～２３ｃを通過した光束は合成プリズム３０で再び画像光となり、投影レンズ
２１を通じて不図示のスクリーンに拡大投影される。
【００５２】
　反射型液晶表示パネルの耐湿性は、高温高湿環境試験を経た反射型液晶表示パネルの含
水量の定量、及び表示焼き付き試験を行うことで評価する。高温高湿試験は、反射型液晶
表示パネルを温度６０℃、湿度９０％ＲＨの環境下で３００時間暴露させて行う。反射型
液晶表示パネルの含水量は、粉砕した反射型液晶表示パネルを加熱し内包水分を気化させ
、カールフィッシャー電量滴定測定装置により含水率を測定することにより得られる。反
射型液晶表示パネルの表示焼き付き評価は、表示エリア内に所定の固定パターンを一定時
間表示させたのちに、全画面均一な表示を行った時に固定パターンの残像の有無を目視に
より評価する。
【実施例】
【００５３】
　次に、本発明の実施例について説明する。
【００５４】
　（実施例１）
　実施例１では、上述のような本発明の製造方法の第１の工程と第２の工程を行うことに
よって液晶表示パネル（液晶表示装置）を作製した。まず、第１の工程を行い、上述の第
１の構造物（液晶セル）を準備した。第１の工程では、上述のように一対の基板１１、１
２間と第１のシール部材１５によって形成された空間に液晶を注入して液晶層１７を形成
する工程等を行う。
【００５５】
　次に、第２の工程を行い、上述のような第２の構造物（液晶表示パネル）を準備した。
具体的には、無機膜１６の原材料であるジメチルシリコーンオイルに、ＴＳＦ－４５８－
１００（東芝ＧＥシリコーン製）を用いた。そのジメチルシリコーンオイルを周辺シール
や封口シールの樹脂シール接着剤の外周部分に薄く塗布した。その後、常温環境で５００
０ｍＪ／ｃｍ２の紫外線照射によって無機薄膜を形成し、第２の構造物（液晶表示パネル
）を準備した。また、紫外線による液晶材料へのダメージを抑えるために、表示エリア部
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分には紫外線遮光マスクを行った。
【００５６】
　（実施例２）
　実施例２では同様に第１の工程と第２の工程を行うことによって液晶表示装置を作製し
た。まず、第１の工程では同様に一対の基板間と第１のシール部材との空間に液晶を注入
して第１の構造物を準備した。第２の工程では無機膜１６の原材料であるジメチルシリコ
ーンオイルにＫＦ９６－１００ｃｓ（信越化学工業）を用い、周辺シール部や封口部の樹
脂シール接着剤の外周部分に薄く塗布した。
【００５７】
　その後、常温環境で５０００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射して無機薄膜を形成し、第２
の構造物を準備した。また、紫外線による液晶材料へのダメージを抑えるために、表示エ
リア部分には紫外線遮光マスクを行った。
【００５８】
　（実施例３）
　実施例３では、第１の工程と第２の工程の間に上述のような第１の構造物を液晶の液晶
状態から液体状態への相転移温度未満の温度で熱処理する第３の工程を行った。本実施例
では８０℃で熱処理を２４０時間行った。
【００５９】
　この熱処理により、耐湿性の高い第２のシール部材１６を設ける前に液晶層１７内や配
向膜１４ａ、１４ｂの表面、第１のシール部材１５の水分や不純物が加熱処理される。こ
の加熱処理によって液晶セル内を水分や不純物が低減された状態となる。その後、耐湿性
の高い第２のシール部材１６で封止することによって液晶セル内の水分や不純物が低減さ
れた状態に維持することが可能となる。それ以外は、上述の第１の工程、第２の工程を行
うことによって液晶表示パネルを作製した。
【００６０】
　実施例１、２及び３により作製した反射型液晶表示パネルを高温高湿環境試験にかけた
後に液晶プロジェクション装置により投影して歩留まり評価を行った。実施例３の反射型
液晶表示パネルを用いた液晶プロジェクション装置は、実施例１、２の反射型液晶表示パ
ネルを用いた液晶プロジェクション装置よりも歩留まり評価が向上した。
【００６１】
　実施例３は液晶工程が清浄性・安定性が低い場合に特に有効である。処理時間は液晶工
程の清浄性・安定性の程度に依存するため、比較的短時間でも歩留まりが向上し、それ以
上の処理時間を必要としない場合もある。
【００６２】
　また、液晶工程が清浄性・安定性が低い場合には、作製直後の反射型液晶表示パネルで
も投影画像に面内ムラが生じる場合がある。しかし、本実施例の熱処理によって面内ムラ
も同時に解消することができる。
【００６３】
　（実施例４）
　実施例４では、実施例３に加えて上述の第２の工程の後に第２の構造物を液晶の液晶状
態から液体状態への相転移温度未満の温度で熱処理する第４の工程を行った。本実施例で
は８０℃で熱処理を２４０時間行った。それ以外は、実施例３で説明した工程を行うこと
によって液晶表示パネルを作製した。
【００６４】
　実施例１、２及び４により作製した反射型液晶表示パネルを高温高湿環境試験にかけた
後に液晶プロジェクション装置により投影して歩留まり評価を行った。実施例４の反射型
液晶表示パネルを用いた液晶プロジェクション装置は、実施例１、２の反射型液晶表示パ
ネルを用いた液晶プロジェクション装置よりも歩留まり評価が向上した。
【００６５】
　実施例４は液晶工程が清浄性・安定性が低い場合に特に有効である。処理時間は液晶工
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程の清浄性・安定性の程度に依存するため、比較的短時間でも歩留まりが向上し、それ以
上の処理時間を必要としない場合もある。
【００６６】
　また、液晶工程が清浄性・安定性が低い場合には、作製直後の反射型液晶表示パネルで
も投影画像に面内ムラが生じる場合がある。しかし、本実施例の熱処理によって面内ムラ
も同時に解消することができる。
【００６７】
　なお、本実施例では、実施例３に加えて実施例４を行うと説明したが、実施例３で説明
した第３の工程を行わず、第４の工程だけを行っても液晶工程が清浄性・安定性が低い場
合には充分効果が得られる。
【００６８】
　（比較例１）
　比較例１では、ＴＳＦ－４５８－１００（東芝ＧＥシリコーン製）を液晶パネルの周辺
シール部や封口部の樹脂シール接着剤の外周部分に薄く塗布するだけの反射型液晶表示パ
ネルを作製した。
【００６９】
　（比較例２）
　比較例２では周辺シール部及び封口シール部外周に何も処理を行わない反射型液晶表示
パネルを作製した。
【００７０】
　（比較例３）
　比較例３では、エアロゾル化した無機物を液晶パネルの周辺シール部や封口部の樹脂シ
ール接着剤の外周部分に堆積させた反射型液晶表示パネルを作製した。エアロゾル化した
無機物を液晶パネルの周辺シール部や封口部の樹脂シール接着剤の外周部分に堆積安定化
させる工程で２５０℃による焼結を行った。
【００７１】
　これら実施例１～実施例４、比較例１～比較例３により作製した反射型液晶表示パネル
を高温高湿環境試験にかけた後に、反射型液晶表示パネルの含水量の測定を行った。また
、実施例１～実施例４、比較例１～比較例３により作製した反射型液晶表示パネルを高温
高湿環境試験にかけた後に、液晶プロジェクション装置により投影し、表示焼き付き評価
を行った。
【００７２】
　高温高湿環境試験を経た実施例１～実施例４の反射型液晶表示パネルの含水率より得ら
れた含水量は、比較例１～比較例３の反射型液晶表示パネルの含水量よりも少なく、反射
型液晶表示パネルの水分に対する遮蔽性が向上した。また、実施例１～実施例４の反射型
液晶表示パネルを用いた液晶プロジェクション装置により投影を行ったところ、比較例１
～比較例３の反射型液晶表示パネルを用いた液晶プロジェクション装置よりも表示焼き付
きが少なく良質な投射画像が得られた。
【００７３】
　なお、比較例３により作製した反射型液晶表示パネルは２５０℃による焼結の工程後に
セルギャップ及びギャップ均一性が劣化するため、表示ムラが発生しやすい。また、比較
例３の反射型液晶表示パネルは不純物イオンが増加するため、表示焼き付きが短時間で発
生しやすくなる。そのため、比較例３の反射型液晶表示パネルを用いた場合には、良質な
液晶プロジェクション装置を得ることはできない。
【００７４】
　以上のように本発明は水分浸入を抑制する事が可能なＬＣＯＳ型の反射型液晶表示装置
を作製することができる。そのため、液晶表示パネルに混入する水分を原因とする液晶プ
ロジェクション装置の表示特性劣化を抑制することが可能となる。
【００７５】
　また、上述のような無機膜１６等による水分浸入抑制手法は常温にて液晶表示パネルに
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付与することができる。そのため、樹脂構造材料を劣化させることなく水分浸入抑制手段
を液晶表示パネルに付与することができる。特に、画像表示装置が投射型の場合、樹脂構
造材料からの不純物が表示焼き付きの主原因になることから、このような構成において特
にその効果が高い。
【００７６】
　また、本発明の水分浸入抑制手法は簡便な方法で液晶表示パネルに付与することができ
る。そのため、従来からの液晶表示パネル製造プロセスを活用することができ、その生産
性への影響は少ない。
【００７７】
　また、液晶工程の最中に取り込まれる水分を水分浸入抑制手段を付与する前に除去して
おくことで、更に効果が顕著となる。更に、本発明の水分浸入抑制手法は、外観的構造上
、液晶表示パネルに何ら変化を与えるものではない。そのため、水分浸入抑制手段を付与
することで液晶表示パネルの寸法に変化はほとんど生じない。特に、画像表示装置が投射
型の場合、レイアウトスペースの上で有利な構成となる。本発明はこのような構成におい
て特にその効果が高い。
【図面の簡単な説明】
【００７８】
【図１】本発明に係る反射型液晶表示装置の一実施形態を示す断面模式図である。
【図２】図１の平面模式図である。
【図３】本発明に係る液晶プロジェクション装置の一実施形態を示す模式図である。
【符号の説明】
【００７９】
　　　　１１　透光性基板
　　　　１２　単結晶半導体基板
　　　　１３　透明電極
　　　　１４ａ、１４ｂ　配向膜
　　　　１５　第１のシール部材（樹脂シール層）
　　　　１６　第２のシール部材（無機膜；周辺シール）
　　　　１７　液晶層
　　　　１８　画素反射電極
　　　　１９　封止部材（封口シール）
　　　　２０　ダミー電極
　　　　２１　投影レンズ
　　　　２２ａ、２２ｂ、２２ｃ　反射型液晶表示パネル
　　　　２３ａ、２３ｂ，２３ｃ　偏光ビームスプリッター
　　　　２４　インテグレーター
　　　　２５　楕円リフレクター
　　　　２６　アークランプ
　　　　２７ａ、２７ｂ　高反射ミラー
　　　　２８　Ｇ／Ｒ光反射ダイクロイックミラー
　　　　２９　Ｇ光反射ダイクロイックミラー
　　　　３０　合成プリズム
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